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●総務費 ・・・・・・・・・・・・・ 332円

●教育費・・・・・・・・・・・・・1,574円

4

総額
7,989億円
100％

自動車税（種別割）
604億円（7.6％） 地方消費税

2,741億円
（34.3％）

個人県民税
1,648億円
（20.6％）

軽油引取税
369億円（4.6％）

不動産取得税
198億円（2.5％）

法人事業税
1,984億円
（24.8％）

宿泊税 20億円（0.3％）
ゴルフ場利用税 10億円（0.1％）
県民税利子割 7億円（0.1％）
産業廃棄物税 2億円（0.0％）
鉱区税・狩猟税・旧法による税 0.2億円（0.0％）

過去5年間の県税収入額（決算額）の推移

（備考）端数処理の関係により総額と一致しないことがあります。

あなたの納める県税
10,000円についての
使いみちを当初予算から
見てみますと、
次のようになります。
●教育費
　教育施設の整備、私学教育振興など
●公債費
　県債の元利償還など

●生活労働費
　生活保護、障がい者福祉、児童福祉、職業訓練など

●県土整備費
　道路、橋、港湾等の整備、住宅の建設、水資源対策など

●警察費
　治安の維持、道路交通安全施設の整備など

●商工費
　中小企業への支援、小規模事業者の経営指導、成長産業の
　育成・集積など

●農林水産業費
　農業振興、森林整備、水産業振興など
●環境費
　循環型社会の形成、公害対策、廃棄物対策など
●その他
　議会費、災害復旧費、諸支出金など

●公債費・・・・・・・・・・・・・1,155円

●保健費・・・・・・・・・・・・・1,149円

●商工費・・・・・・・・・・・・・1,119円

●生活労働費・・・・・・・・・ 955円

●警察費・・・・・・・・・・・・・ 682円

●県土整備費・・・・・・・・・ 604円

●農林水産業費・・・・・・・ 270円
●環境費・・・・・・・・・・・・・ 20円
●その他・・・・・・・・・・・・・2,140円

FUKUOKA

県税収入の内訳 ( 令和７年度当初予算 )
法人県民税 180億円（2.3％）

自動車税（環境性能割） 73億円（0.9％）
個人事業税 86億円（1.1％）

県たばこ税 66億円（0.8％）

●総務費
　県の全般的な管理事務、地域振興、県税の賦課徴収など

●保健費
　介護保険制度施行、医療確保対策、精神保健対策など

10,000円

令和３年度

8,074億円

7,349億円
令和５年度

令和４年度

6,908億円

6,322億円令和２年度

令和６年度

7,501億円
（決算見込額）

0円 3,000億円 4,000億円 5,000億円 6,000億円 7,000億円 8,000億円 9,000億円

1兆円5,000億円0円 ２兆円

農林水産業費　 590億円（2.7％）

歳　　　入

目的別歳出構成

商工費
2,449億円
（11.2％）

教育費
3,443億円
（15.7％）

保健費
2,514億円
（11.5％）

議会費・諸支出金・
予備費

4,534億円（20.7％）

公債費
2,528億円
（11.6％）

生活労働費
2,089億円
（9.6％）

警察費
1,491億円
（6.8％）

総務費　　　　 727億円（3.3％）

災害復旧費　　 148億円（0.7％）
環境費　　　　　43億円（0.2％）

総額
2兆1,878億円
100％

県土整備費
1,321億円
（6.0％）

●国庫支出金
　国が地方公共団体の特定の経費に充てるために交付するもので、
国と地方公共団体が共同責任で行う仕事に対する「国庫負担金」、
地方公共団体の仕事を国が援助する「国庫補助金」、国の仕事を地
方に委託した場合の「国庫委託金」などがあります。

●県債
　県が実施する公共施設の建設事業・災害復旧事業などの財源とす
るための長期の借入金のことです。

●地方消費税清算金
　地方消費税を都道府県間で清算する際に他県から払い込まれる
お金で、他県に支払う分は歳出予算の諸支出金に含まれています。

●地方交付税
　地方公共団体が等しくその行政を遂行することができるように、
国が国税を一定の合理的な基準によって地方公共団体に交付する
ものです。
　　○所得税・法人税の収入額 33.1%.......
　　○酒税の収入額 50.0%........................
　　○消費税の収入額 19.5%....................
　　○地方法人税の収入額 全額............

●地方譲与税
　国税として徴収し、一定の基準によって地方公共団体に譲与する
ものです。特別法人事業譲与税、地方揮発油譲与税、石油ガス譲与
税、自動車重量譲与税、森林環境譲与税及び航空機燃料譲与税があ
ります。

県税のしおり

性質別歳出構成

（備考）端数処理の関係により合計と一致しないことがあります。

人件費
18.2％

公共事業費
9.8％

社会保障費
18.5％

行政施策費
19.0％

市町村交付金等
21.3％

公債費
11.5％

その他
1.1％

災害復旧費
0.7％

その他
41.4％

義務的経費
48.2％

投資的経費
10.4％

県の予算 ( 令和７年度一般会計当初予算 )

過去5年間の予算額（当初予算）の推移

（備考）端数処理の関係により総額と一致しないことがあります。

令和３年度

１兆8,517億円

２兆1,529億円
令和５年度

令和４年度

２兆1,361億円

２兆1,321億円

令和２年度

令和６年度

２兆1,975億円

県税
7,989億円
（36.5％）

県債
1,540億円
（7.0％）

国庫支出金
2,029億円
（9.3％）

諸収入
2,492億円
（11.4％）

地方交付税
3,071億円
（14.0％）

地方消費税清算金
2,701億円
（12.3％）

使用料及び手数料 165億円（0.8％）

寄附金・繰入金・繰越金
618億円（2.8％）

地方特例交付金 24億円（0.1％）
財産収入 41億円（0.2％）

交通安全対策特別交付金 9億円（0.1％）

分担金及び負担金 47億円（0.2％）

地方譲与税
1,152億円（5.3％）

総額
2兆1,878億円
100％

　令和７年度当初予算においては、「人を育て、人を惹きつけるまちをつくる」、「産業を育て、
はたらく場を広げる」、「健全な環境と、安全・安心なくらしを守る」の３つの柱に基づく施策
を力強く展開し、未来への礎を築き、飛躍・発展する福岡県を目指します。
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●総務費 ・・・・・・・・・・・・・ 332円

●教育費・・・・・・・・・・・・・1,574円

4

総額
7,989億円
100％

自動車税（種別割）
604億円（7.6％） 地方消費税

2,741億円
（34.3％）

個人県民税
1,648億円
（20.6％）

軽油引取税
369億円（4.6％）

不動産取得税
198億円（2.5％）

法人事業税
1,984億円
（24.8％）

宿泊税 20億円（0.3％）
ゴルフ場利用税 10億円（0.1％）
県民税利子割 7億円（0.1％）
産業廃棄物税 2億円（0.0％）
鉱区税・狩猟税・旧法による税 0.2億円（0.0％）

過去5年間の県税収入額（決算額）の推移

（備考）端数処理の関係により総額と一致しないことがあります。

あなたの納める県税
10,000円についての
使いみちを当初予算から
見てみますと、
次のようになります。
●教育費
　教育施設の整備、私学教育振興など
●公債費
　県債の元利償還など

●生活労働費
　生活保護、障がい者福祉、児童福祉、職業訓練など

●県土整備費
　道路、橋、港湾等の整備、住宅の建設、水資源対策など

●警察費
　治安の維持、道路交通安全施設の整備など

●商工費
　中小企業への支援、小規模事業者の経営指導、成長産業の
　育成・集積など

●農林水産業費
　農業振興、森林整備、水産業振興など
●環境費
　循環型社会の形成、公害対策、廃棄物対策など
●その他
　議会費、災害復旧費、諸支出金など

●公債費・・・・・・・・・・・・・1,155円

●保健費・・・・・・・・・・・・・1,149円

●商工費・・・・・・・・・・・・・1,119円

●生活労働費・・・・・・・・・ 955円

●警察費・・・・・・・・・・・・・ 682円

●県土整備費・・・・・・・・・ 604円

●農林水産業費・・・・・・・ 270円
●環境費・・・・・・・・・・・・・ 20円
●その他・・・・・・・・・・・・・2,140円
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県税収入の内訳 ( 令和７年度当初予算 )
法人県民税 180億円（2.3％）

自動車税（環境性能割） 73億円（0.9％）
個人事業税 86億円（1.1％）

県たばこ税 66億円（0.8％）

●総務費
　県の全般的な管理事務、地域振興、県税の賦課徴収など

●保健費
　介護保険制度施行、医療確保対策、精神保健対策など

10,000円

令和３年度

8,074億円

7,349億円
令和５年度

令和４年度

6,908億円

6,322億円令和２年度

令和６年度

7,501億円
（決算見込額）

0円 3,000億円 4,000億円 5,000億円 6,000億円 7,000億円 8,000億円 9,000億円

1兆円5,000億円0円 ２兆円

農林水産業費　 590億円（2.7％）

歳　　　入

目的別歳出構成
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1,491億円
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総務費　　　　 727億円（3.3％）

災害復旧費　　 148億円（0.7％）
環境費　　　　　43億円（0.2％）

総額
2兆1,878億円
100％

県土整備費
1,321億円
（6.0％）

●国庫支出金
　国が地方公共団体の特定の経費に充てるために交付するもので、
国と地方公共団体が共同責任で行う仕事に対する「国庫負担金」、
地方公共団体の仕事を国が援助する「国庫補助金」、国の仕事を地
方に委託した場合の「国庫委託金」などがあります。

●県債
　県が実施する公共施設の建設事業・災害復旧事業などの財源とす
るための長期の借入金のことです。

●地方消費税清算金
　地方消費税を都道府県間で清算する際に他県から払い込まれる
お金で、他県に支払う分は歳出予算の諸支出金に含まれています。

●地方交付税
　地方公共団体が等しくその行政を遂行することができるように、
国が国税を一定の合理的な基準によって地方公共団体に交付する
ものです。
　　○所得税・法人税の収入額 33.1%.......
　　○酒税の収入額 50.0%........................
　　○消費税の収入額 19.5%....................
　　○地方法人税の収入額 全額............

●地方譲与税
　国税として徴収し、一定の基準によって地方公共団体に譲与する
ものです。特別法人事業譲与税、地方揮発油譲与税、石油ガス譲与
税、自動車重量譲与税、森林環境譲与税及び航空機燃料譲与税があ
ります。

県税のしおり

性質別歳出構成

（備考）端数処理の関係により合計と一致しないことがあります。
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県の予算 ( 令和７年度一般会計当初予算 )

過去5年間の予算額（当初予算）の推移

（備考）端数処理の関係により総額と一致しないことがあります。

令和３年度

１兆8,517億円

２兆1,529億円
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２兆1,361億円

２兆1,321億円

令和２年度

令和６年度

２兆1,975億円

県税
7,989億円
（36.5％）

県債
1,540億円
（7.0％）

国庫支出金
2,029億円
（9.3％）

諸収入
2,492億円
（11.4％）

地方交付税
3,071億円
（14.0％）

地方消費税清算金
2,701億円
（12.3％）

使用料及び手数料 165億円（0.8％）

寄附金・繰入金・繰越金
618億円（2.8％）

地方特例交付金 24億円（0.1％）
財産収入 41億円（0.2％）

交通安全対策特別交付金 9億円（0.1％）

分担金及び負担金 47億円（0.2％）

地方譲与税
1,152億円（5.3％）

総額
2兆1,878億円
100％
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森 林 環 境 税

の酒類を製造場から出荷したときにかかります

23

領収書

国内に住所がある個人にかかります

5

5

5

一般送配電事業者等が一般家庭などへ電気を供給したときにかかります

（森林環境税（県税）を含む）
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（注1）福岡県の均等割については、標準税率1,000円に森林環境税（県税）500円が上乗せされています（市町村民税の
均等割については、標準税率3,000円となっています）。また、令和6年度から、森林環境税（国税）（年額1,000円）
を県民税及び市町村民税の均等割と併せて納めることとなっています。

（注2）指定都市（北九州市、福岡市）に住所を有する方の平成30年度分以降の個人住民税所得割の税率は次のとおり変更
されています。県民税4% 、市民税6% ⇒県民税2% 、市民税8%

あわせて、次のように年税額を分けて納めることになっています。

事業所得者等…

給与所得者…

年金所得者…

1,500円
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●非課税となるとき

所得割も均等割も
課税されない人

生活保護法の規定による生活扶助を受けている人（分離課税対象の退職所得があっても住民税は非課税）

前年中の合計所得金額（※1）が135万円以下で次に掲げる人・障がい者・未成年者・寡婦又はひとり親

前年中の合計所得金額が次の算式で求めた額以下の人

・控除対象配偶者及び扶養親族がいない人　　35万円（注）+10万円

・控除対象配偶者または扶養親族がいる人

　35万円（注）×家族数（本人 + 控除対象配偶者 + 扶養親族数）+21万円（注）+10万円

（注）住所地である市町村の生活保護基準における級地が1級地である場合

所得割が課税され
ない人

前年中の総所得金額等（※2）の合計額が次の算式で求めた額以下の人

・控除対象配偶者及び扶養親族がいない人　35万円 +10万円

・控除対象配偶者または扶養親族がいる人　35万円×家族数（本人 + 控除対象配偶者 + 扶養親族数）+32万円 +10万円

※給与等の収入金額が850万円を超え、次の（1）～（4）の要件
を満たす場合は、次の所得金額調整控除を給与所得の金額
から差し引く。

　（1）特別障がい者に該当する
　（2）23歳未満の扶養親族を有する
　（3）特別障がい者である同一生計配偶者を有する
　（4）特別障がい者である扶養親族を有する
所得金額調整控除＝（給与等の収入金額－850万円）×0.1

（給与等の収入金額が1,000万円を超える場合は、計算上使用
する給与等の収入金額は1,000万円）
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